
－1－ 

 

 
 

（仮称）北広島市債権管理条例の制定について 

 

 

  

市は、市民が納めた貴重な税金や使用料などを財源として市民の福祉の増進を図

るための行政サービスを提供しており、それら債権の滞納は、期限内に納付義務・

履行義務を果たしている市民との関係において公平性を欠くことになります。 

債権の適正な管理にあたっては、市全体の債権の分類に応じた統一的な徴収方法

や基準などの管理方針を定め、より効率的・効果的な債権管理を図ることによって、

市民負担の公平性や収入の安定的な確保に繋がります。 

債権管理条例は、市の債権の適正な事務処理方法について、必要な事項及び全庁

統一的な債権管理ルールを定めるものです。 

今回、債権管理条例の制定に向けた骨子を作成しましたので、これについてご意

見をお寄せください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 条例制定の趣旨 

 ２ 債権管理の現状と条例制定による効果 

現状の課題 効 果  

債権管理の統一した方針・基準を定め、事

務処理サイクルを確立し、適正な債権管理

を行う。 

 

●滞納整理に関する統一

した指針がないため、所

管課によって運用が異

なる。 

 

●債権の種類によって、法

律等が異なり、専門的な

知識が必要。 
 

●資力がなく回収不能の

債権を放棄することが

できず、管理を続けてい

る 

 

債権管理の適正化 

強制徴収や回収不能債権の債権放棄を行

い、未収金の縮減や債務者の資力の回復を

図るなど、効率的な収納事務を行う。 

 安定した収入の確保 

未収金に対して適切な事務を行い、市民負

担の公平性を確保する。 

市民負担の公平性の確保 
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普通地方公共団体の債権とは、金銭の給付を目的とする普通地方公共団体の権利を

いいます（地方自治法 240 条①）。 

 

 

 

 

債権管理条例は、市の債権管理に係る基本的な処理基準などについて定めるもので

あり、納期限内に納付しない債務者に対しては、条例に基づき対応していくこととな

ります。 
 

（1）条例の位置付け 

条例は、地方自治法、同法施行令その他関係する法令の規定に基づき、債権管

理において取り組むべき基本的な事項を定めるもので、本市が保有する私債権も

含めた全ての金銭債権を対象とします。 

また、条例は市の債権に係る一般原則を規定するものとし、他の条例等に特別

な規定がある場合には、他の条例の規定を優先します。 
 

（2）基本的な考え方 

次の３つの基本的な考え方を柱とし、債権管理を行います。 

① 適正な債権管理 

② 新たな滞納の発生抑止 

③ 滞納債権の整理  

 

 

 ３ 債権の分類 

 ４ 適正な債権管理に向けた条例等の整備 

〈債権の分類〉 
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（1）目的について 

市の債権管理について一般的な処理基準を定めることにより債権管理の適正化と

事務の効率化を図り、市民負担の公平性を確保します。また、効果的かつ効率的に未

収金を縮減することで円滑な行財政運営につなげることを目的とします。 

 

〈説明〉 

市の債権の増加は、市民負担の公平性を損なうものです。この条例は、市の債権に

ついて法令等に従って適正に管理し債権の縮減に取り込むことを目的としています。 

 

（2）定義について 

債権を分類し、整理するために条例で使用する用語を定義します。 

 

〈説明〉 

地方自治体の債権は、金銭の給付を目的とする権利（地方自治法第 240 条第 1 項）

とされています。債権の区分については、一般的には公法上の原因に基づいて発生す

る公債権と、私法上の関係に基づいて発生する私債権に分けられ、公債権はさらに国

税又は地方税の滞納処分の例により処分することができる自力執行権※１の有無によ

って強制徴収公債権※２と非強制徴収公債権に分けられます。 

また、自力執行権がない非強制徴収公債権と私債権を合わせて非強制徴収債権※３と

しています。 

※１ 自力執行権… 市職員が自ら調査し、預金等の差押えによって債権を回収できる権限。 

※２ 強制徴収公債権… 自力執行権によって回収できる債権。 

※３ 非強制徴収債権… 裁判手続きによって回収できる債権。 

 

（3）他の法令等との関係 

債権管理条例の規定が法令の規定と矛盾抵触するときは、法令の規定を優先するこ

と及び債権管理条例の規定が他の条例の規定と矛盾抵触するときは、他の条例の規定

を優先することを規定します。 

 

〈説明〉 

債権管理条例は一般原則を規定しますので、他の法令や条例に特別の規定がある場

合には、他の法令及び条例の規定を優先します。 

 

 

 

 

 

 ５ 債権管理条例の制定に向けた骨子 
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（4）市長の責務等について 

市長は、法令や条例若しくは規則の定めるところにより市の債権管理を適正に行う

責務があることを規定します。 

 

〈説明〉 

平成 16 年 4 月 23 日最高裁判所判決では次のように述べられています。「地方公共

団体が有する債権の管理について定める地方自治法第 240 条は、地方自治法施行令第

171 条から第 171 条の 7 までの規定によれば、客観的に存在する債権を理由もなく放

置したり免除したりすることは許さず、原則として、地方公共団体の長にその行使又

は不行使についての裁量はない」とされており、市長等は法律に従い債権を管理しな

ければなりません。 

また、市の債権管理を適正に管理・回収するためには、地方公共団体の運営を定め

た地方自治法、地方自治法施行令だけではなく、民法や商法などの民事実体法、民事

訴訟法や民事執行法等の民事手続法、地方税法などの行政法規、条例その他の法令に

基づき、各種債権の特性や適用される法令等を的確に把握し、正しい法解釈に基づい

た業務を行う必要がありますので、職員の研修、債権管理マニュアルの作成等を行う

ことにより職員の育成に努めます。 

 

（5）台帳の整備について 

債権を適正に管理し回収などをするためには、その記録の整備が重要であり、台帳

を整備することを規定します。 

 

〈説明〉 

適正な債権管理を行うには、経過を正しく記録しなければなりません。正しい判断

ができるように、債権管理上必要最小限の事項については記録を義務付けます。 

台帳は、滞納が発生した場合には、債権を回収するための基礎記録となるだけでな

く、債務者との交渉記録や催告※の状況などの記録と併せて活用することで、債務者

に対する効果的な納付指導を行うことができます。その後、訴訟となった場合におい

ても、裁判で市側の管理経過を説明する資料として有効です。台帳の管理は、記載さ

れている個人情報の重要性から取扱う際には、市個人情報保護条例等の関係法令に十

分留意する必要があります。記載すべき事項については、条例施行規則に規定します。 

※催告… 債務者に対して滞納した債権を支払うよう請求すること。 

 

（6）債務者に関する情報の共有について 

法令に規定する守秘義務に反しない限り、関係部局間情報を共有できることを規定

します。また、債権管理以外にその情報を利用することができないことを規定します。 
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〈説明〉 

市が保有する情報に関しては、地方公務員法上の守秘義務、税務職員の調査によっ

て得られた個人の情報については、地方税法上の守秘義務、これらの守秘義務に加え

て、北広島市個人情報保護条例による規制も及びます。 

市に対する債務の支払いが滞っている者に対し、債務者の情報を共有し適切に相談

業務を行うことは、業務の効率化及び利便性の観点から有益であり、法令に規定する

守秘義務に反しない範囲でその情報を共有できることを規定します。 

 

（7）督促について 

債権について、債務者が納付期限を過ぎても履行しないときは、法令の規定により

督促を行わなければならないことを規定します。 

 

〈説明〉 

債権について、債務者が納付期限を過ぎても履行しないときは、納付期限後 30 日

以内に督促を行わなければならないことを規定します。 

「督促」とは、債務者がその納付の期限を過ぎても、なおその債務を履行しない場

合に、期限を指定してその納付を催告する行為をいいます。公債権・私債権にかかわ

らず、1 回目の督促は、債権回収に向けた対応の第一歩となり、時効更新の効力があ

ります。（地方自治法第 236 条第 4項） 

 

（8）延滞金について 

公債権に係る督促をした場合、履行期限までに履行されない場合、延滞金を徴収す

ることを規定します。計算方法は、地方税と同一にします。 

 

〈説明〉 

公債権について、督促で指定した納期限までに債務が履行されない場合に、履行期

限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じて延滞金を徴収すること及びその計

算方法等について規定します。計算方法は、地方税と同一にします。 

また、災害等やむを得ない事由により履行期限までに納付ができなかった場合など

には、減額又は免除できることについて規定します。 

 

（9）滞納処分等について 

強制徴収公債権について、納付資力があるにも関わらず納付しない者に対しては、

差押え等の滞納処分を行うことを規定します。また、生活困窮など一定の事由に該当

するときは、猶予などの緩和措置についても規定を設けます。 

 

〈説明〉 

強制徴収公債権は、納付資力があるにも関わらず督促後の履行がなかった場合には、

差押えなどの滞納処分※を行うことを規定します。 
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また、生活困窮など一定の事由に該当するときは、徴収の猶予や滞納処分の停止な

どの措置を実施します。 

※滞納処分… 差押（預金、生命保険、不動産等）や処分の停止などを行うこと。 

 

（10）強制執行等について 

非強制徴収債権について、督促をした後、相当の期間を経過してもなお履行されな

いときは、強制執行等を行うことを規定します。 

 

〈説明〉 

非強制徴収公債権及び私債権（非強制徴収債権）について、督促をした後、相当の

期間を経過してもなお履行されないときは、強制執行等を行うことを規定します。 

また、強制執行等の措置を取る場合として、担保権の実行※１、強制執行※２、訴訟手

続き等の履行の請求を行うことを規定します。 

ただし、徴収停止や履行延期の特約等の措置を取った場合は、原則、強制執行等は

行いません。 

※１ 担保権の実行… 連帯保証人への支払請求などにより債権を回収すること。 

※２ 強制執行… 裁判所を通じて財産を差押えること。 

 

（11）徴収停止について 

非強制徴収債権について、債務者の事情により債権回収を停止できる事項を規定し

ます。 

 

〈説明〉 

非強制徴収公債権及び私債権（非強制徴収債権）について、履行期限後、相当の期

間が経過してもなお完全に履行されず、債務者が所在不明で財産が少額である場合や、

債権金額が少額で取立費用額※未満である場合などで、履行が困難又は不適当と認め

られるときは、徴収停止できることを規定します。 

※取立費用額… 裁判手続きに関する手数料やそれに伴う郵便料など。 

 

（12）履行延期の特約等について 

債務者が無資力等の理由により納付すべき債権を一括納付できない場合に、本来の

履行期限を変更して、分割納付の約束をすることができることを規定します。 

 

〈説明〉 

債務者が無資力、又は履行期限を延長した方が徴収上有利な場合などには、本来の

履行期限を変更して、分割納付の約束をすることができることを規定します。 
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（13）債権の放棄について 

非強制徴収債権について、全額徴収することが原則ですが、あらゆる手段を尽くし

てもなお、徴収見込みのない場合については、より効果的な債権管理を行うために、

債権を放棄できることを規定します。 

 

〈説明〉 

債権は全額徴収することが原則ですが、あらゆる手段を尽くしてもなお、徴収見込

みのない場合については、債務者の資力の回復を図るとともに効率的な収納事務を行

うため、債権を放棄できることを規定します。 

なお、債権を放棄したときは、①債権の名称、②放棄した債権の件数、③合計金額、

④その他必要な事項を当該年度に係る決算と併せて議会に報告することとします。 

 

 

 

 

令和３年６月  パブリックコメント（６月２５日から７月２６日まで） 

〃  ８月  議会へ条例案提出（第３回定例会） 

令和４年４月  北広島市債権管理条例 施行 

 

 

 

 ６ 今後のスケジュール 


